
 

 

○ 行政の革新を通じた国民の利便性の向上や新規ビジネスの促

進のために、また、社会的課題の解決のために（民間の「公」

を担う活動を促進するなど）、どのようなＩＴ（コミュニケーシ

ョン機能や情報処理機能）の活用の方策があるか。その実現に

向けた課題は何か。 
 
○ 政府の意思（政策）決定過程への国民の参画について、ＩＴ

はどのように役立つか。また、その際の課題は何か。 
  例えば、本懇談会の取組を例にしつつ、審議会等における議論を開かれ 

たものにすることについてどう考えるか。 

 

（第５回データ資料集） 
 

内閣官房行政改革推進本部事務局 

資料１ 



1 （出典）『政府の新たなIT戦略「世界最先端IT国家創造宣言」について』（平成25年８月７日内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室） 
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電子政府の取組 

（出典）電子政府の総合窓口e-GOVのHP及び「平成25年 情報通信に関する現状報告」（平成25年７月16日総務省公表） 

 
○ 電子政府とは、行政内部や行政と国民・事業者との間で書類ベース、対面ベースで行われている業務をオンライ 
 ン化し、情報ネットワークを通じて省庁横断的、国・地方一体的に情報を瞬時に共有・活用する新たな行政を実現 
 するもの（「IT基本戦略」（2000年（平成12年）11月27日IT戦略会議決定））。 
 
○ 現在、利用者本位の、簡素で効率的な政府の実現に向けて、行政手続のオンライン利用の促進、行政情報の電子 
 的提供・オープンデータの推進、業務・システムの最適化、情報システムに係る政府調達の改善、情報セキュリ 
 ティ対策等を推進。  
 

国の行政機関が扱う手続のオンライン利用率の推移 電子政府の総合窓口e-GOVのトップページ（簡易版） 
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オンライン利用率（うち重点手続） 

■ オンライン利用拡大行動計画（H20.9IT戦略本部決定）により、これまでの取組を抜本 
 的に見直し、利用頻度の高い手続に重点化し、オンラインの利用促進策を集中的に実施。 
■ 新たなオンライン利用に関する計画（H23.8IT戦略本部決定）により、オンライン利用 
 の範囲の更なる見直し、重点手続を中心にサービスの品質向上に重点を置いたオンライ 
 ン利用の改善等を実施。  

＊ 重点手続とは、国民や企業による利用頻度が高い年間申請等件数が 
 100 万件以上の手続及び100 万件未満であっても主として企業等が 
 反復的又は継続的に利用する手続（計71 種類）をいう。 



3 （出典）『政府の新たなIT戦略「世界最先端IT国家創造宣言」について』（平成25年８月７日内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室） 



「神奈川マイカルテ」の概要 

•ＩＣＴを活用し、医療提供施設と患者間の医療情報共有とセルフケアを推進 
•個人が電子データとして持つことができる医療情報や健康情報を、自らの携帯端末等
で管理・活用する仕組みを構築 
•持続可能なシステムとするため、公費によらない民間運営を目指す 

•「お薬手帳の電子化」に取り組む（平成２５年５月から実証実験開始） 
•将来的には、医療情報や健康情報の活用を目指す 

お薬手帳 
アプリ 

ＱＲコード 

①薬局で、お薬の情報が 
 記録されたＱＲコード 
 の紙をもらう 

参加者 

②アプリの 
 機能で 
 読み取る 

お薬手帳情報の登録の流れ 神奈川県立 
足柄上病院 

藤沢湘南台 
病院 

■実証実験の実施地域・施設 
 →３病院周辺の薬局（50か所） 

神奈川県立 
循環器呼吸器病
センター 

■スマートフォンアプリ「お薬手帳」の仕組み 
 →薬局でＱＲコードをもらい、個人が読み取る 

足柄上郡 
松田町 

藤沢市 

横浜市 
金沢区 

（注）神奈川県（保健福祉局保健医療部医療課）より資料提供 
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佐賀市において、地域の見守りをICTで推進する
「民生委員・児童委員におけるタブレット端末
の活用実証研究」を開始（平成26年２月～） 
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現在の民生委員・児童委員活動イメージ図 「タブレット端末の活用実証研究」イメージ図 

タブレット端末のアプリ画面  

（出典）佐賀県、佐賀市、佐賀市民生委員児童委員協議会、木村情報技術株式会社、日本マイクロソフト 
  株式会社、インテル株式会社、株式会社NTTドコモによる報道資料（平成26年１月15日） 

手作業で集計していた活動報告をクラウド上に一元管理 
  集計ミスや引継ぎ漏れを減らし、より効率的できめ細かな「地域の見守   
  り」を実現 



○ 社会保障・税番号（いわゆる「マイナンバー」）は、国民一
人ひとりに指定される唯一無二の番号である。 

○ これにより、各行政機関が保有する国民（住民）の情報につ
いて、正確に名寄せ（同一人の情報と確認）できる。 

○ 各機関が保有する同一人の情報について、情報システムによ
り、必要な限度において複数の機関間で共有できる。 

○ 個人番号カードにより高精度な本人確認が可能になる。 
【メリット】 
○ 添付書類の削減など国民の利便性が向上する。 
○ 行政運営が効率化するとともに、不正発見が容易になるなど
公平性も確保される。 

【デメリット】 
○個人情報の漏えいやなりすまし犯罪などへの懸念が増大 
→ マイナンバー及びそれとともに用いられる個人情報の目的
外利用の禁止、マイナンバーのみでの本人確認の禁止、監視機
関の設置など各種保護措置が講じられる。 

社会保障・税番号制度の概要 

6 （注）内閣官房社会保障改革担当室の協力を得て、当事務局において作成 
 



オバマ政権におけるオープン・ガバメントの３つの柱 
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Transparency 
（透明性） 

Participation 
（国民参加） 

Collaboration 
（官民連携） 

サービス事例 

サービス概要 

特徴 

・Data.gov ・Open For Questions 
・Regulation.gov ・Aristotle 

・連邦政府や省庁が実施した調査 
 のローデータや二次データ等を 
 検索・ダウンロード可能 

・広く国民から意見を募集 
・規制等の検索・コメントが可能 

・国防総省関係科学者のためのオ 
 ンラインシステム 

・データフォーマットが多様 
・ローデータへのアクセスも可能 

・規制・関連資料が一覧 
・国民からアジェンダ設定が可能 
・政策担当者（大統領等）からの 
 コメント 
・VOTE機能 

・国防総省関係者に加え、許可さ 
 れたものが参加 
・数万のプロジェクトやトピック 
 について議論 

日本での 
類似サービス 

・e-stat 
（ただしローデータはない） 

・規制改革要望 
・パブリックコメント ・Creative commons 

（出典）「海外におけるオープン・ガバメントの取り組み」（2009年12月経済産業省） 
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国 サービス名 サービスの概要 参考画像 

アメリカ TEXTIZEN フィラデルフィア市が導入している政
策を決める時に市民から直接意見を聞
くアプリ。例えば、大通りの歩道に
「自転車の利用を増やすにはどうすれ
ばいいか？」という質問を投げかけ、
市民は、「自転車専用レーンを作る」
や「シェアリングを始める」などの選
択肢から選ぶことができる。 

Pulse Point カリフォルニア州などの消防署が始め
た、新たな救急救命のアプリ。心臓発
作を起こした人がいるという情報を半
径400メートル以内にいる市民に知ら
せ、救急隊員が来るまでの間、AEDな
どでの処置をお願いする。 
 

イギリス Fix My Street 地域内で起きている問題（壊れている
箇所や落書きなど）をレポートできる
サイト。周辺地域で起こっている問題、
解決された問題が地図上で一覧になっ
ており、住民同士で共有することがで
きる。全体で何件の問題があり、何件
解決されているのか、どのような問題
が放置されているのかが解る。 

海外におけるオープンガバメントの事例 

（出典）NHKクローズアップ現代（25年４月１日放送） 

（参考）NHKクローズアップ現代（25年４月１日放送）HP（http://www.nhk.or.jp/gendai/kiroku/detail_3326.html）及び富士通総研
「Economic Review vol13」(2009年１月） 

（出典）NHKクローズアップ現代（25年４月１日放送） 

（出典）http://www.fixmystreet.com/ 

http://www.nhk.or.jp/gendai/kiroku/detail_3326.html
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※ 行革推進本部事務局が推進 
 している行政事業レビュー 
 シートも入る予定 

（出典）「NTT DATA Innovation Conference 2014」（2014年１月24日 ＮＴＴデータ高木聡一郎講演資料） 



・ 
・ 
・ 

福井県鯖江市／オープンデータの取組 

行政のデータ ＸＭＬ形式による
データ交換で 
誰でも 

加工が可能に 

市バスの運行情報 

ＡＥＤやトイレの位置情報 

避難所の位置・ルート 

羊毛 

ニット帽 

・ 
・ 
・ 

官・民が新たなサービスを考案 

変換 

このパッケージが鯖江の新しさ 

セーター 

マフラー 変換 

例えると・・・ 

10 

毛糸にすることで何にで
も加工が可能に 

（注）当事務局において作成 
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（出典）http://spending.jp/ 

横浜市の例 

納税額を年収に応じて表示。  
自分が納めた税金が、１日あ
たり何にいくら使われている
かを可視化する。 

「税金はどこへ行った？」
は、英国で開発されたオー
プンソースのソフトを活用
し、日本国内67自治体へ拡
大（2014年1月9日現在） 

（出典）「NTT DATA Innovation Conference 2014」（2014年１月24日 ＮＴＴデータ高木聡一郎講演資料） 



12 （出典）「NTT DATA Innovation Conference 2014」（2014年１月24日 ＮＴＴデータ高木聡一郎講演資料） 



13 （注） 総務省情報通信審議会ＩＣＴ基本戦略ボード ビッグデータの活用に関するアドホックグループ 取りまとめ（平成24年５月17日）を参考に 
   当事務局において作成 

【参考】 
McKinsey Global研究所のレポートによれば、2018
年までにアメリカ合衆国だけで140,000～190,000人
のデータサイエンティストが不足すると予測。 
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行政手続法に基づく意見公募手続
（パブリック・コメント）の概要 

（出典）パブリック・コメントのパンフレット（総務省行政管理局） 

規制改革ホットライン（内閣府） 
について 
内閣府規制改革推進室は、環境や技術変化に対応した規
制改革をタイムリーかつ着実に進めるため、広く国民や
企業等からの提案を受け付ける「規制改革ホットライ
ン」を設置（平成25年３月22日） 
 
※ 受付件数：2,183件（平成26年1月31日現在） 

（出典）「規制改革ホットライン」（内閣府規制改革推進室）ＨＰ 
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審議会の整理合理化計画に関する基本計画 
（平成11年４月27日閣議決定）別紙３－抜粋－ 

（４） 公開 
   ① 審議会等の委員の氏名等については、あらかじめ又は事後速やかに公表する。 
        ② 会議又は議事録を速やかに公開することを原則とし、議事内容の透明性を確 
           保する。なお、特段の理由により会議及び議事録を非公開とする場合には、その 
   理由を明示するとともに、議事要旨を公開するものとする。 
    ただし、行政処分、不服審査、試験等に関する事務を行う審議会等で、会議、 
   議事録又は議事要旨を公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共 
   の利益を害するおそれがある場合は会議、議事録又は議事要旨の全部又は一部を 
   非公開とすることができる。 
  ③ 議事録及び議事要旨の公開に当たっては、所管府省において一般の閲覧、複写 
   が可能な一括窓口を設けるとともに、一般のアクセスが可能なデータベースやコ 
   ンピュータ・ネットワークへの掲載に努めるものとする。 

別紙３ 審議会等の運営に関する指針 
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審議会等の数：124 
（平成25年４月１日現在） 

各府省における審議会等の開催例（25年11月18日～22日） 参考 



NHK NEWS WEB 打倒“予定調和” ある懇談会の挑戦 

17 （出典）NHK NEWS WEBページ（http://www3.nhk.or.jp/news/business_tokushu/2014_0131.html）1月31日 15時35分配信 


